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業績／主要な経営指標等の推移
K i r a y a k a  B a n k

国内経済は、雇用・所得環境の改善が続くなか、緩やかに回
復しておりますが、米国の通商政策問題や世界的な地政学リスク
の高まりなど懸念材料もあり、先行き不透明な状況での推移とな
りました。個人消費については、持ち直しの動きが見られるもの
の、力強さに欠ける推移となりました。

当行グループ（当行及び当行の関係会社）の営業エリアである
山形県経済は、個人消費の力強さには欠けるものの、持ち直して
おり、雇用情勢の改善が着実に行われていることなどを受け、総
合的に緩やかな回復の動きとなりました。

当行では「第５次中期経営計画（平成30年４月～平成33年３
月）」を策定し、本業支援を更に進化させ、５年後10年後を見据
えた持続可能性のあるビジネスモデルの構築に取組んでおります。

また、平成28年10月から取組んでいる「中小企業成長戦略」
を更に進化させ「本業支援を完成させるための３年間」と位置付
け、「中小企業成長戦略」への経営資源の集中、銀行業から「本
業支援業」への転換を目指した取組みを展開しております。

経営成績につきましては、経常収益は、貸出金利息、有価証券
利息配当金等が減少したことから、前年同期比３億45百万円減
少し134億42百万円となりました。経常費用は、資金調達費用、

営業経費等が減少したことから前年同期比４億85百万円減少し
123億99百万円となりました。その結果、経常利益は、前年同
期比１億39百万円増加し10億42百万円、親会社株主に帰属する
中間純利益は、前年同期比18百万円増加し５億48百万円となり
ました。

きらやか銀行
■業績（連結）

経済環境

主要な経営指標等の推移（連結）� （単位：百万円）

決算年月 平成28年9月期 平成29年9月期 平成30年9月期 平成29年3月期 平成30年3月期

連結経常収益 14,431 13,787 13,442 28,822 27,471

連結経常利益 1,429 902 1,042 2,369 2,087

親会社株主に帰属する中間（当期）純利益 1,644 530 548 2,354 1,488

連結（中間）包括利益 △� 358 795 1,215 △� 84 1,125

連結純資産額 66,850 66,903 67,460 66,629 66,746

連結総資産額 1,419,195 1,459,902 1,429,523 1,443,851 1,432,013

1株当たり純資産額 280.09 円 280.31 円 284.77 円 278.22 円 280.11 円

1株当たり中間（当期）純利益金額 11.60 円 3.08 円 3.24 円 16.01 円 10.24 円

潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益金額 4.87 円 1.87 円 1.84 円 7.44 円 5.60 円

連結自己資本比率（国内基準） 9.16 % 8.70 % 8.47 % 8.86 % 8.46 %

（注） 1. 当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
2. 連結自己資本比率は、銀行法第14条の２の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は、国内基準を採用しております。
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経常収益は、貸出金利息が減少したことから、前年同期比１億
45百万円減少し108億92百万円となりました。

経常費用は、預金利息が減少したことから前年同期比１億93
百万円減少し95億42百万円となりました。

その結果、経常利益は、前年同期比48百万円増加し13億49

百万円、中間純利益は、前年同期比93百万円減少し９億１百万
円となりました。

■業績（単体）

主要な経営指標等の推移（単体）� （単位：百万円）

決算年月 平成28年9月期 平成29年9月期 平成30年9月期 平成29年3月期 平成30年3月期

経常収益 11,231 11,037 10,892 22,602 21,652

経常利益 1,207 1,301 1,349 2,159 2,469

中間（当期）純利益 1,473 995 901 2,200 1,952

資本金 22,700 22,700 22,700 22,700 22,700

発行済株式総数

普通株式 129,697 千株 129,697 千株 129,697 千株 129,697 千株 129,697 千株

第Ⅳ種優先株式 100,000 千株 100,000 千株 100,000 千株 100,000 千株 100,000 千株

第Ⅴ種優先株式 50,000 千株 50,000 千株 50,000 千株 50,000 千株 50,000 千株

純資産額 67,556 67,711 68,153 67,217 67,298

総資産額 1,408,173 1,450,886 1,421,079 1,433,599 1,422,844

預金残高 1,312,629 1,293,410 1,225,406 1,277,786 1,252,910

貸出金残高 999,169 1,023,370 1,010,067 1,027,192 1,020,961

有価証券残高 325,868 280,928 245,378 284,950 262,100

1株当たり純資産額 288.50 円 289.75 円 293.18 円 285.88 円 286.56 円

1株当たり中間（当期）純利益金額 10.28 円 6.66 円 5.96 円 14.82 円 13.03 円

潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益金額 4.36 円 3.51 円 3.03 円 6.95 円 6.87 円

1株当たり配当額

普通株式 2.75 円 2.75 円 2.63 円 5.50 円 5.50 円

第Ⅳ種優先株式 1.33 円 1.27 円 1.28 円 2.66 円 2.55 円

第Ⅴ種優先株式 0.11 円 0.06 円 0.00 円 0.22 円 0.12 円

単体自己資本比率（国内基準） 9.24 ％ 8.80 ％ 8.60 ％ 8.92 ％ 8.56 ％

従業員数
（外、平均臨時従業員数）

1,004
（284

人
人）

1,026
（260

人
人）

1,007
（246

人
人）

980
（281

人
人）

981
（257

人
人）

（注） 1. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
2. ‌単体自己資本比率は、銀行法第14条の２の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は、国内基準を採用しております。




